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5-2 労働費用（製造業、為替レート換算） 
 

 
関連表 p.181 「第 5-8 表 労働費用（製造業）」 

労働費用は、使用者が労働者を雇用することによって生じる一切の費用（企業負担分）を指し、現金
給与額のほか、法定福利費、法定外福利費、現物給与の費用など、現金給与以外の労働費用を合わせ
たものである。賃金の場合と同様、対象の産業や職種等に注意する必要がある。ここでは賃金と同様に、製
造業の全労働者について実労働時間当たりの労働費用を試算し比較を行っている。わが国の労働費用は、
1985年以降、欧米主要国と比較して上昇した結果、2000年には5か国中で最も高い水準となった。しかし、
円高の影響もあり、2002年以降は相対的に低い水準で推移している。日本を100.0とする場合、ドイツが
217.2、フランスが211.8、アメリカが196.8（いずれも2022年）、イギリスは111.7（2019年）となっている。 
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